
都市グラフ 東京都区部 2団体・対比グラフ
類似団体対比(特別区)

基準財政収入額 基準財政需要額 標準財政規模 積立金現在高A 地方債現在高B 債務負担行為額C 実質債務合計B+C 実質財政負担B+C-A

19,982,868 24,711,736 29,390,247 73,114,176 4,951,686 26,394,983 31,346,669 -41,767,507
都道府県名 団体名 フリガナ　 住基人口(人) 人口類型 産業類型 財政力指数 面積(K㎡)

東京都 千代田区 ﾁﾖﾀﾞｸ 48,260 特別区 特別区 0.8 11.64
歳入総額 歳出総額 標準税収入額等 経常収支比率 将来負担比率

46,894,192 44,737,629 28,376,159 77.9 -142.11

基準財政収入額 基準財政需要額 標準財政規模 積立金現在高A 地方債現在高B 債務負担行為額C 実質債務合計B+C 実質財政負担B+C-A

24,509,699 35,337,969 42,133,104 53,522,175 3,921,885 16,900,851 20,822,736 -32,699,439
都道府県名 団体名 フリガナ　 住基人口(人) 人口類型 産業類型 財政力指数 面積(K㎡)

東京都 中央区 ﾁﾕｳｵｳｸ 118,382 特別区 特別区 0.68 10.18
歳入総額 歳出総額 標準税収入額等 経常収支比率 将来負担比率

70,007,883 67,301,849 39,744,641 81.0 -77.61

1 歳入総額 ① 『地方財政比較データ』
歳入総額～実質的財政負担額などの、標準財政規模に対する比率 (10項目)。
積立金現在高～～実質的財政負担額などの、人口一人当たり決算額 (5項目)。
地方税～地方債などの、歳入科目別の人口一人当たり決算額 (15項目)。

 ② 『自治体インデックス』
 市町村類型別の歳入総額(財政規模)の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

自治体財政分析グラフ 地方財政比較データ　/　自治体インデックス　/　健全化比率一覧　/　団体別データファイル 

グ ラ フ デ ー タ 項 目 主 な 関 連 デ ー タ

市区町村データ

市区町村データ 自 治 体 財 政 分 析 グ ラ フ と 、 各 種 財 政 資 料 集 の 関 連 デ ー タ 財政統計研究所

自治体財政分析資料 東京都中央区　2010(H22) 年度 市区町村グラフ

自治体財政分析資料 東京都千代田区　2010(H22) 年度 市区町村グラフ
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都市グラフ 東京都区部 2団体・対比グラフ
類似団体対比(特別区)

 ④ 『団体別データファイル』
 1980(S55)～各年度の　歳入総額、歳入総額(対前年増減率)、歳入総額(2010年度対比指数)、
 歳入総額(1980年度対比指数)、歳入人口一人当たり額(円)、歳入規模比率 (6項目)。

2 歳出総額 ① 『地方財政比較データ』
議会費～諸支出金などの、目的別歳出科目別の人口一人当たり決算額 (15項目)。
義務的経費計～投資的経費計などの、性質別歳出経費別の人口一人当たり決算額 (15項目)。

3 基準財政収入額 ④ 『団体別データファイル』
1980(S55)～各年度の　基準財政収入額、基準財政収入額(対前年増減率)、
基準財政収入額(2010年度対比指数)、基準財政収入額(1980年度対比指数)、
基準財政収入額-基準財政収入額人口一人当たり額(円) (6項目)。

1980(S55)～各年度の　基準財政需要額-基準財政収入額、基準財政需要額-基準財政収入額(対前年増減率)、

基準財政需要額-基準財政収入額(2010年度対比指数)、基準財政需要額-基準財政収入額(1980年度対比指数)、

基準財政需要額の人口一人当たり額(円) (5項目)。

※基準財政需要額-基準財政収入額は、地方交付税算定の基礎となる数値。

 
4 基準財政需要額 ④ 『団体別データファイル』

1980(S55)～各年度の　基準財政需要額、基準財政需要額(対前年増減率)、
基準財政需要額(2010年度対比指数)、基準財政需要額(1980年度対比指数)、
基準財政需要額人口一人当たり額(円)。

1980(S55)～各年度の　基準財政需要額-基準財政収入額、基準財政需要額-基準財政収入額(対前年増減率)、

基準財政需要額-基準財政収入額(2010年度対比指数)、基準財政需要額-基準財政収入額(1980年度対比指数)、

基準財政需要額の人口一人当たり額(円) (5項目)。

※基準財政需要額-基準財政収入額は、地方交付税算定の基礎となる数値。

 
5 標準税収入額等 ① 『地方財政比較データ』～④ 『団体別データファイル』　該当データなし
 
6 標準財政規模 ③ 『健全化比率一覧』

標準財政規模(5年前対比)等の各年度比較一覧 (5項目)。
臨時財政対策債の標準財政規模に占める割合の各年度比較一覧 (1項目)。
元利償還金等に係る基準財政需要額算入額の標準財政規模に占める割合の比較一覧 (1項目)。

市町村類型別の標準財政規模(5年前対比)などの最新年度全国比較一覧 (全国データ)。
市町村類型別の補正標準財政規模(5年前対比)などの最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

④ 『団体別データファイル』
1980(S55)～各年度の　標準財政規模、標準財政規模(対前年増減率)、
標準財政規模(2010年度対比指数)、標準財政規模(1980年度対比指数)、
標準財政規模人口一人当たり額(円)、標準財政規模(うち臨時財政対策債発行可能額) (6項目)。

 
7 積立金現在高A ① 『地方財政比較データ』

積立金現在高の標準財政規模に対する比率、人口一人当たり決算額 (2項目)。

※普通会計の実質的財政負担額(B+C-A)等の算定に用いる積立金現在高Aは、

財政調整基金、減債基金、特定目的基金の各現在高の合計額。

 
8 地方債現在高B ① 『地方財政比較データ』

地方債現在高の標準財政規模に対する比率、人口一人当たり決算額 (2項目)。
 
9 債務負担行為額C ① 『地方財政比較データ』

債務負担行為額の標準財政規模に対する比率、人口一人当たり決算額 (2項目)。
 
10 実質債務合計B+C ① 『地方財政比較データ』

実質債務合計の標準財政規模に対する比率、人口一人当たり決算額 (2項目)。

11 実質的財政負担額B+C-A ① 『地方財政比較データ』
実質的財政負担額の標準財政規模に対する比率、人口一人当たり決算額 (2項目)。

② 『自治体インデックス』
市町村類型別の実質的財政負担額B+C-Aの最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

自治体財政分析グラフ 地方財政比較データ　/　自治体インデックス　/　健全化比率一覧　/　団体別データファイル 

数 値 デ ー タ 項 目 等 主 な 関 連 デ ー タ

A=1+2+3
1 財政調整基金
2 減債基金
3 特定目的基金



都市グラフ 東京都区部 2団体・対比グラフ
類似団体対比(特別区)

12 都道府県名 ① 『地方財政比較データ』～④ 『団体別データファイル』に収録。
 
13 団体名 ② 『自治体インデックス』

団体区分、団体名、フリガナ、市町村類型等 (5項目)。
 
14 フリガナ　 ② 『自治体インデックス』

団体区分、団体名、フリガナ、市町村類型等 (5項目)。
 
15 住基人口(人) ① 『地方財政比較データ』

人口、人口密度、住基人口増減率(対前年)、国勢調査人口増減率などの、団体情報等 (6項目)。

② 『自治体インデックス』
人口、職員数、特別職数などの、主要団体情報等 (5項目)。
市町村類型別の国勢調査人口(5年前対比)の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

③ 『健全化比率一覧』
住基人口(5年前対比)の各年度比較一覧 (2項目)。

④ 『団体別データファイル』
1980(S55)～各年度の　住民基本台帳人口、住民基本台帳人口(対前年増減)、
住民基本台帳人口(2010年度対比増減)、住民基本台帳人口(1980年度対比増減)、
住民基本台帳人口(うち日本人) (5項目)。

 
16 人口類型 ① 『地方財政比較データ』

町村Ⅰ-0～都市Ⅰ-0～政令市などの、市町村類型等 (2項目)。

② 『自治体インデックス』
町村Ⅰ-0～都市Ⅰ-0～政令市などの、市町村類型別の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

 廃止団体の各年度決算～最終決算年度までの各種主要団体情報等。

17 産業類型 ① 『地方財政比較データ』
町村Ⅰ-0～都市Ⅰ-0～政令市などの、市町村類型等 (2項目)。

② 『自治体インデックス』
町村Ⅰ-0～都市Ⅰ-0～政令市などの、市町村類型別の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。
廃止団体の各年度決算～最終決算年度までの各種主要団体情報等。

 
18 財政力指数 ① 『地方財政比較データ』

実質収支比率、公債費負担比率、補正経常収支比率などの、主要財政指標等 (9項目)。

② 『自治体インデックス』
市町村類型別の財政力指数の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

 
19 面積(K㎡) ① 『地方財政比較データ』

人口、面積、人口密度などの、主要団体情報等 (6項目)。

② 『自治体インデックス』
市町村類型別の面積(K㎡)の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

 廃止団体最終人口、面積等。

20 経常収支比率 ① 『地方財政比較データ』
経常収支比率合計、義務的経費の経常収支比率計、その他経費の経常収支比率計など (3項目)。
人件費、扶助費、公債費など、性質別歳出経費別の経常収支比率等 (15項目)。

② 『自治体インデックス』
市町村類型別の経常収支比率の最新年度全国比較 (全国データ)。
廃止団体の最終経常収支比率等。

 
21 将来負担比率 ② 『自治体インデックス』

(普通会計の範囲) 市町村類型別の将来負担比率の最新年度全国比較 (全国データ)。
廃止団体の最終将来負担比率等。

※普通会計の将来負担比率の算定。

将来負担比率

=N年度・実質的財政負担額/N年度・標準財政規模*100

自治体財政分析グラフ 地方財政比較データ　/　自治体インデックス　/　健全化比率一覧　/　団体別データファイル 

項 目 な し 主 な 収 録 デ ー タ



都市グラフ 東京都区部 2団体・対比グラフ
類似団体対比(特別区)

(22 将来負担比率) ③ 『健全化比率一覧』
(普通会計～第3セクター 実質赤字比率、連結赤字比率、公営赤字比率と関連比率等の、各年度比較一覧 (11項目)。

まで含む、広い範囲) 実質公債費比率、将来負担比率等と関連比率等の、各年度比較一覧 (9項目)。
実質赤字比率、連結赤字比率の早期健全化基準と財政再生基準の、各年度比較一覧 (2項目)。

市町村類型別の実質赤字比率、連結赤字比率、公営比率の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。
市町村類型別の実質公債費比率、将来負担比率等の最新年度全国比較一覧 (全国データ)。

※健全化比率の将来負担比率の算定。

将来負担比率

=N年度・将来負担額

/［N年度・標準財政規模(臨財債発行可能額を含む)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（N年度)］*100

N年度・将来負担額=N年度の将来負担額=(A+B+C+D+E+F+G+H)-(I+J+K)>0の場合の額

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

(23決算収支等) ④ 『団体別データファイル』
(普通会計の範囲) 1980(S55)～各年度の

形式収支(歳入歳出差引額) ①
翌年度に繰り越すべき財源 ②
実質収支 ③(①-②)
単年度収支 ④(③-前年度③)
積立金※ ⑤
繰上償還金 ⑥
積立金取崩額※ ⑦
実質単年度収支 ⑧(④+⑤+⑥-⑦)

 (8項目)。

※決算収支算定に用いる積立金は、財政調整基金であり、減債基金、その他特定目的基金を含まない。

1980(S55)～各年度の
歳入規模比率 ※歳入規模比率 (歳入総額/標準財政規模*100)

単年度収支比率 ※単年度収支比率 (単年度収支額/標準財政規模*100)

実質単年度収支比率 ※実質単年度収支比率 (実質単年度収支額/標準財政規模*100)

 (3項目)。

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額

組合等(一部事務組合や地方開発事業団など)の地方債の元金償還に充てるための当該団体の負担見込額

項 目 な し 主 な 収 録 デ ー タ

前年度末の基金残高の合計額(災害救助基金、介護保険財政安定化基金、公営企業の基金を除く)

特定の歳入見込額

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

市区町村データ 財政統計研究所

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額

地方公共団体が設立した一定の法人(地方道路公社、土地開発公社、地方独立行政法人など)の負債の
額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案し
た一般会計等の負担見込額

連結実質赤字額

組合等(一部事務組合や地方開発事業団など)の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額


